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審 査 の 結 果第５

１ 総合意見

関する法律等の関係法令にしたがって作成されており、計数は関係帳簿及び証拠書類と

健全化判断比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

20.00%

－－－ 17.13%

審査に付された健全化判断比率等算定書類については、地方公共団体の財政の健全化に

実質赤字比率

照合の結果、正確であると認められました。

第２

第１

　令和6年度三田市財政健全化判断比率及び資金不足比率

　令和7年5月1日から令和7年8月18日まで

審査に当たっては、審査に付された健全化判断比率等算定書類について、関係帳簿及び

令和 6年度 三田市財政健全化判断比率等審査意見書

審 査 の 期 間

審 査 の 方 法第４

審 査 の 対 象

第３ 審 査 の 目 的

審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率の算定基礎となる事項を記載した書類

て検証し、その結果を意見として表明することを目的としました。

と表示しています。

「－－－」と表示しています。

※

－－－

30.00%

※

35.0 %

将来負担比率 －－－

実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、赤字が生じていない場合は算定されないことから「－－－」

(以下「健全化判断比率等算定書類」という。)について、地方公共団体の財政の健全化に関

また、これらの実施については、三田市監査基準に基づき、主として虚偽表示等の各リスクを

する法律等の関係法令にしたがって作成されているか、その計数は正確であるかを主眼とし

証拠書類と照合等を実施するとともに、関係職員から説明の聴取等を実施しました。

念頭に、審査を効果的かつ効率的に実施するためリスク・アプローチにより実施しました。

12.13%

4.1 % 25.0 %

(1)

令 和 6 年 度 早 期 健 全 化 基 準 財 政 再 生 基 準
年度等

比率

将来負担比率については、充当可能財源等の額が将来負担額を上回っている場合は算定されないことから

350.0 %
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　よって、早期健全化基準を下回っていることとなります。

資金不足比率

当年度の水道事業会計、下水道事業会計及び市民病院事業会計の資金不足比率は、

(5)

　よって、経営健全化基準を下回っていることとなります。

各会計とも資金不足額が生じていないため算定されません。

地方公共団体の財政の健全化に関する法律においては、4つの健全化判断比率(実質赤字

比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率)のうち1つでも早期健全化基準ま

たは財政再生基準以上(将来負担比率には、財政再生基準はありません。)となる場合には、

なっています。また、各公営企業会計ごとの資金不足比率が経営健全化基準以上となる場合に

財政健全化計画または財政再生計画を定め、財政の健全化に取り組まなければならないことと

資金不足比率については、資金不足額が生じていない場合は算定されないことから「－－－」と表示しています。

－－－

下水道事業会計

実質赤字比率

　当年度の連結実質赤字比率は、連結した全会計の収支額が黒字であるため算定されません。

　よって、早期健全化基準を下回っていることとなります。

　よって、早期健全化基準を下回っていることとなります。

実質公債費比率

　当年度の実質赤字比率は、一般会計等の実質収支が黒字であるため算定されません。

(1)

(2)

(3)

－－－

※

連結実質赤字比率

将来負担比率

２ 個別意見

－－－

(2)

水道事業会計

資金不足比率

ません。

20.00%

経 営 健 全 化 基 準令 和 6 年 度
年度等

会計

　当年度のこれらの比率について、それぞれの基準と比較すると次のとおりとなっています。

は、経営健全化計画を定め、経営の健全化に取り組まなければならないこととなっています。

市民病院事業会計

当年度の実質公債費比率は、4.1％となっており、早期健全化基準の25.0％と比較すると、

これを下回っています。

(4)

　当年度の将来負担比率は、充当可能財源等の額が将来負担額を上回っていることから算定され
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(注) 文 中 及 び 表 中 の 計 数 ( 金 額 及 び 比 率 等 ) に つ い て は、

原則として、表示単位未満を四捨五入しています。

ただし、表示単位が千円であっても0円は「0円」と表示

しています。

ま た 、 合 計 と 内 訳 の 計 及 び 差 引 が 一 致 し な い 場 合 が

３ むすび

あります。

基準又は経営健全化基準をクリアしていることはもとより、一般会計、特別会計の全会計

（５会計）において実質収支額が赤字になったものはなく、また、公営企業会計の全会計

（３会計）において資金収支額は資金余剰となっており、資金不足は生じていません。

中、新統合病院整備に係る概算整備費が当初予定されていた額から大幅に増加することが明

らかとなり、今後予定されている大規模投資事業等を見据えた財政収支見通しにおいても、

（早期健全化基準をクリア）となっているものの、前年度より上昇することとなりました

以上のとおり、将来の債務額の減少や基金の増加などにより、財政健全化判断比率等の観点

次に、実質公債費比率についてみると、4.1％で対前年度比1.0ポイントの改善となりました。

これは、近年、市債等の債務償還額が減少していることによるものです。

また、将来負担比率については充当可能財源等が将来負担額を上回ったことからマイナス

（△44.0％で対前年度比3.0ポイントの上昇）。これは、市債等残高の減少に伴い地方債現

在高等に係る基準財政需要額算入見込額が減少したことによるものです。

状況は厳しいと言わざるを得ません。

今後10年間で約93億円の収支不足が見込まれていることから、将来における本市の財政

からは、現在、健全な状態を維持していると言えますが、物価高騰等の影響が長期化する

特に一般会計においては、当初、財政調整基金の取り崩しを予算計上していたものの、決

算では同基金の取り崩しを行わず７億8,098万円の黒字を確保することができました。

令和６年度の実質赤字比率、連結実質赤字比率、資金不足比率についてみると、早期健全化

財政ロードマップ（骨子）」に掲げられた①歳入確保に関する取組、②歳出の適正化に関

する取組、③その他、中・長期の取組等について積極的に取り組まれるとともに、三田市行政

経営方針、公共施設マネジメントや働き方改革を推進し、財政・経営の健全性の維持に向けて

鋭意取り組んでください。

ついては、今後の収支不足を解消していくための取組みとして策定された「三田市未来への
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審 査 資 料



※

※

※

将来負担比率については、充当可能財源等の額が将来負担額を上回っている場合は△表示となります。

比 率
前 年 度 比

増 減

年度等

項目

令 和 6 年 度 令 和 5 年 度 令 和 4 年 度

△0.5

30.00%

　当年度の資金不足比率については、次のとおりとなっています。

(2) 資金不足比率

【 計 算 式 】

実 質 赤 字 比 率
早 期 健 全 化 基 準

早期健全化
基 準

財 政 再 生
基 準

比 率 比 率
前 年 度 比

増 減

3.0

なお、実質赤字比率及び連結実質赤字比率の早期健全化基準については、次の計算式により

【 計 算 式 】

△1.3

△1.99%

△44.0 %

△2.05%

△31.95%

350.0 %

＋

△30.58%

△110.26%

△97.98%

△6.94%

実質赤字比率

連結実質赤字比率 17.13%

連 結 実 質 赤 字 比 率
早 期 健 全 化 基 準

＝

年度等

項目

令 和 6 年 度 令 和 5 年 度 令 和 4 年 度

比 率 比 率
前 年 度 比

増 減
経営健全化

基 準

△119.34%

12.10

資金不足額が生じていない場合は△表示となります。

△19.04%

１ 健全化判断比率等の状況

△1.22

△1.0

△45.7 %

5.6 %

0.06

(1) 健全化判断比率

下水道事業会計

水道事業会計

市民病院事業会計

12.13%

将来負担比率

20.00%△3.21%

△22.02%

実質公債費比率

5.17

4.1 %

11.54

△142.18%

求めます。

△77.11%

5％

25.0 % 5.1%

20.00%

22.84

△99.25%

35.0 %

　当年度の健全化判断比率については、次のとおりとなっています。

(標準財政規模が200億円以上500億円未満の団体)

実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、赤字が生じていない場合は△表示となります。

△47.0 %

実 質 赤 字 比 率
早 期 健 全 化 基 準

△27.19% 4.76

比 率
前 年 度 比

増 減

△22.14

21.36

△11.01

{(標準財政規模＋1,000億円)÷(120×標準財政規模)×100＋20}÷2＝
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Ⓐ

Ⓑ

※

※

Ⓐ

Ⓑ

Ⓒ

※

＝

前年度比増減値
(前年度比増減率)

２ 各比率の算定方法

前年度比増減値
(前年度比増減率)項目

Ⓐ+Ⓑ

24,314,831

0

△ 479,420

△ 472,130

年度等

項目
令 和 5 年 度 令 和 4 年 度

令 和 5 年 度
実 質 赤 字 比 率

標準税収入額等

＝

実質赤字比率とは、一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率で、

次の計算式により求めます。

24,314,831

3,373,165

236,336

23,346,189

△ 1.99%

一 般 会 計 等 の 実 質 赤 字 額
＝

529,980
(15.7)

△ 472,130

23,346,189

令 和 6 年 度
実 質 赤 字 比 率

＝

赤字が生じていない場合は△表示となります。

△ 472,130

△ 780,979
△ 3.21%

【 計 算 式 】

＝

実 質 赤 字 比 率

23,684,394

年度等

2,952,775

214,073
(1.1)

標 準 財 政 規 模

23,684,394

517,733

△ 780,979

△ 479,420
＝

(1) 実質赤字比率

3,903,145

臨時財政対策債発行可能額

令 和 6 年 度

(単位：千円、％)ア 一般会計等に係る実質赤字額

令 和 5 年 度 令 和 4 年 度

△308,849
(△65.4)

122,720

後述 (2) 連結実質赤字比率 ア 連結実質赤字額　参照

(単位：千円、％)

20,288,966

普通交付税額

＝

630,437
(2.7)

△ 2.05%

ウ  実質赤字比率の状況

Ⓐ+Ⓑ+Ⓒ

令 和 4 年 度
実 質 赤 字 比 率

一般会計 △ 780,979

イ 標準財政規模

令 和 6 年 度

△ 479,420

△308,849
(△65.4)

0
(－) 0

△113,616
(△48.1)

20,074,893 19,875,681

赤字が生じていない場合は△表示となります。

公営墓地整備事業特別会計 0
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Ⓐ

Ⓑ

Ⓒ

Ⓓ

Ⓔ

Ⓕ

Ⓖ

Ⓗ

Ⓘ

Ⓙ

Ⓚ

※

Ⓐ

Ⓑ

Ⓒ

Ⓓ

Ⓔ

Ⓕ

※

Ⓐ+Ⓑ+Ⓒ+Ⓓ+Ⓔ+Ⓕ

0

駐車場事業特別会計 40,671

33,889 △ 33,889

0

68,735

後期高齢者医療事業特別会計 3,132,882

△ 1,609,207

△ 68,735

△ 63,211

△ 6,440,897

国民健康保険事業特別会計

8,378,803

0

令 和 4 年 度

対する比率で、次の計算式により求めます。

913,260
(62.0)

項目
令 和 6 年 度

項目

3,069,671

△ 33,889

翌 年 度 へ
繰 越 す べ き

財 源

△ 372

△ 63,211

0

63,211

1,282,152

公営企業会計は後述 (5) 資金不足比率 ア (ｱ) 資金不足額 、 イ (ｱ) 資金不足額 、 ウ (ｱ) 資金不足額 参照

△ 839,802

△ 1,180,930

△ 742,498

△26,813
(△378.9)

144,519
(67.8)

【 計 算 式 】

＝
連 結 実 質 赤 字 額

連結実質赤字比率とは、全会計を対象とした実質赤字額(又は資金不足額)の標準財政規模に

標 準 財 政 規 模
連 結 実 質 赤 字 比 率

0

△13,545
(△27.3)

510,886
(18.6)

一般会計

介護保険事業特別会計

△204,316
(△27.5)

1,084,585
(16.8)

△ 1,473,962

年度等
前年度比増減値
(前年度比増減率)

△ 2,750,522 △ 3,018,069

実 質 赤 字 額

0
0

(－)

△ 7,076

335,338

(2) 連結実質赤字比率

△ 946,814

△ 4,977駐車場事業特別会計 0

780,979

33,889

赤字が生じていない場合は△表示となります。

歳 入 歳 出
差 引 額

1,116,317

69,336,407

Ⓗ+Ⓘ+Ⓙ

△ 49,666

下水道事業会計

0

△ 7,460,825Ⓖ+Ⓚ △ 5,356,312

335,338

公

営

企

業

会

計

40,671 0

Ⓐ+Ⓑ+Ⓒ+Ⓓ+Ⓔ+Ⓕ

△ 284,830

0

歳 入 総 額

△308,849
(△65.4) △ 472,130

△ 780,979

△ 946,814

実 質 収 支 額

△ 1,473,915

一般会計 △ 780,979

公営墓地整備事業特別会計

介護保険事業特別会計 △ 68,735

後期高齢者医療事業特別会計

△ 560,655 △ 2,422,024

△ 213,254

0

　<参考> 令和6年度一般会計及び特別会計の決算額 (単位：千円、％)

△ 5,698,399

46,983,933

946,814

△ 479,420

市民病院事業会計

20,228 20,228 0 0

10,711,155 10,677,266

公営墓地整備事業特別会計

8,447,538

一

般

会

計

・

特

別

会

計

△ 27,073

63,211

68,054,255

0

1,288,901
(22.6)

△ 2,239,636

歳 出 総 額

国民健康保険事業特別会計

68,735

ア 連結実質赤字額

△ 4,409,498

令 和 5 年 度

△ 43,502

水道事業会計

45,867,616

0

△ 6,621,023

会計等

(単位：千円、％)

372
(100.0)

△135,245
(△9.2)
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※

※

前述 (1) 実質赤字比率 イ 標準財政規模 参照

標準財政規模 24,314,831
630,437

(2.7)

令 和 5 年 度
連結実質赤字比率

＝
令 和 6 年 度
連結実質赤字比率

前年度比増減値
(前年度比増減率)

23,684,394

△ 7,460,825

令 和 6 年 度

赤字が生じていない場合は△表示となります。

項目

△ 5,356,312

24,314,831
△ 22.02%

23,346,189

イ 標準財政規模

△ 27.19%
23,684,394

令 和 4 年 度
連結実質赤字比率

＝

(単位：千円、％)

＝

＝ △ 31.95%

＝

23,346,189

＝
△ 6,440,897

令 和 4 年 度令 和 5 年 度

ウ 連結実質赤字比率の状況

年度等
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Ⓐ

Ⓑ

Ⓒ

Ⓓ

Ⓐ

Ⓑ

Ⓒ

Ⓓ

Ⓔ

Ⓐ

Ⓑ

Ⓒ

Ⓓ

に対する比率で、次の計算式により求めます。

実質公債費比率とは、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模

2,036

164,462

満期一括償還地方債の元金に係る分

300,000258,400

3,505,201

1,314,619

639,087

繰上償還額及び借換債を財源として償還した額

1,134

△112,615
(△3.2)

0

下水道事業会計

令 和 6 年 度

0

456,366 463,814

0

1,303,881

イ 準元利償還金 (単位：千円、％)

　<参考> 公営企業債の償還財源に充てたと認められる繰入金の内訳

△219,166
(△16.7)
△2,036
(皆減)

0
(－)

0

前年度比増減値
(前年度比増減率)項目

3,650,986
145,785

(4.2)

Ⓐ+Ⓑ+Ⓒ+Ⓓ

0

公債費(一般会計等に係るもの)

令 和 6 年 度

3,893,712

0

228,740

△2,764
(△0.6)

839,907

公債費に準ずる債務負担行為に係るもの 154,840

0
(－)

前年度比増減値
(前年度比増減率)

1,250,293

年度等

(3) 実質公債費比率

0

1,481,117

準 元 利
償 還 金

地方債利子支払金のうち減債基金運用利子等を
財源として支払ったもの

元 利 償 還 金
に 充 当 し た
特 定 財 源

令 和 4 年 度

0
(－)

△216,402
(△25.3)

0
(－)

＋

－

元利償還金・準元利
償 還 金 に 係 る 基 準
財 政 需 要 額 算 入 額

元 利 償 還 金 ・ 準 元 利 償 還 金 に
係 る 基 準 財 政 需 要 額 算 入 額

－
一 般 会 計 等
の 地 方 債
元 利 償 還 金

年度等

△230,824
(△15.6)

3,392,586

855,489

1,314,619

258,400
(皆増)

標 準 財 政 規 模

一部事務組合等の地方債に充てたと認められる
補助金等

0

実 質 公 債 費 比 率
( 3 ヶ 年 平 均 )

年度等

0
(－)

Ⓐ-Ⓑ-Ⓒ-Ⓓ

0
(－)

0

0水道事業会計

459,130

令 和 5 年 度

公営企業債の償還財源に充てたと認められる繰
入金 1,095,453

0

0

Ⓐ+Ⓑ+Ⓒ+Ⓓ+Ⓔ

(単位：千円、％)

160

1,533,755

1,095,453

項目

(単位：千円、％)

項目

0

△219,166
(△16.7) 1,303,881

令 和 4 年 度

＝

＋

【 計 算 式 】

令 和 6 年 度 令 和 5 年 度

0

一時借入金利子

市民病院事業会計

駐車場事業特別会計

△9,622
(△5.9)

ア 一般会計等の地方債元利償還金

令 和 4 年 度

0

0

3,505,201 3,593,712

0

0

令 和 5 年 度

前年度比増減値
(前年度比増減率)

満期一括償還地方債の1年当たりの元利償還金
相当額 0
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Ⓐ

Ⓑ

Ⓒ

Ⓓ

Ⓔ

Ⓐ

Ⓑ

Ⓒ

※

( ＋ ＋ )

( ＋ ＋ )

( ＋ ＋ )

4,467
(7.5)

(単位：千円、％)

2,924,843

69,803

年度等

災害復旧費等に係る基準財政需要額

0

公営住宅使用料

＝

÷

1,128,223

令 和 5 年 度

密度補正により基準財政需要額に算入した元利
償還金及び準元利償還金

0

前述 (1) 実質赤字比率 イ 標準財政規模 参照

令 和 4 年 度

0
(－)

4.1%

－
4.4955%

767,423

1,098,849

年度等

項目

前年度比増減値
(前年度比増減率)

ウ 元利償還金に充当した特定財源

3,505,201

3,900

1,024,001

)－(

1,024,001

59,334

オ 標準財政規模

2,859,714

カ 実質公債費比率の状況

前年度比増減値
(前年度比増減率)

△111,534
(△10.4)

令 和 6 年 度

3.5384%

139,607
(24.6)

476,068

令 和 6 年 度
( 単 年 度 比 率 )

3,140,223

1,027,642

＝

4.3967%

3,392,586

1,128,223

項目

)－(

△104,222
(△9.2)

23,684,394

＝

Ⓐ+Ⓑ+Ⓒ

事業費補正により需要額に算入した公債費

2,924,843

年度等
令 和 6 年 度

0

令 和 4 年 度
( 単 年 度 比 率 ) 23,346,189

貸付金の財源として発行した地方債に係る貸付
金の元利償還金

1,067,834

1,896,732

＝

国や都道府県等からの利子補給

566,980

0
(－) 0

1,098,849

478,243

＝

0

2,845
(269.7) 1,055

630,437
(2.7)

2,859,714

＋3.5384%

令 和 5 年 度
( 単 年 度 比 率 )

－ 3,140,223

令 和 5 年 度 令 和 4 年 度

△122,524
(△25.6)

)－(

24,314,831

＋

3,140,223

＝

＝
3,593,712

4.4955% 3

1,250,293

項目

1,481,117

△65,129
(△2.2)

Ⓐ+Ⓑ+Ⓒ+Ⓓ+Ⓔ

標準財政規模

＝

1,533,755

4.3967%

23,684,394

2,859,714

2,924,843

23,346,189

令 和 6 年 度
実 質 公 債 費 比 率
( 3 ヶ 年 平 均 )

－

1,404

令 和 6 年 度 令 和 5 年 度 令 和 4 年 度

355,719

24,314,831

△82,212
(△4.4) 1,879,620

0

706,587

1,797,408

前年度比増減値
(前年度比増減率)

(単位：千円、％)

エ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 (単位：千円、％)

63,801

都市計画事業の財源として発行された地方債償
還額に充当した都市計画税 956,300

その他
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Ⓐ

Ⓑ

Ⓒ

Ⓓ

Ⓐ

Ⓑ

年度等

56,054

(単位：千円、％)

地 方 債 現 在 高 等 に
係る基準財政需要額
算 入 見 込 額

(ｱ) 一般会計等の地方債の現在高

比率で、次の計算式により求めます。

△148,480
(△72.6)

充 当 可 能
基 金 額

駐車場事業特別会計

4,888,681

(単位：千円、％)

1,810,816

項目

0

546

年度等
前年度比増減値
(前年度比増減率)

令 和 4 年 度

(ｴ) 組合負担等見込額

令 和 5 年 度

充 当 可 能
特 定 財 源
見 込 額

令 和 5 年 度

Ⓐ+Ⓑ+Ⓒ+Ⓓ

1,591

丹波少年自然の家事務組合

年度等

0

△467,736
(△39.7)

0

△1,461,425
(△23.0)

0 0

△312
(△57.1)

△993,377
(△19.2)

0

6,350,106

0

5,328,598

前年度比増減値
(前年度比増減率)項目

ア 将来負担額

標 準 財 政 規 模

1,178,208

4,177,975

市民病院事業会計

項目

令 和 6 年 度

元 利 償 還 金 ・ 準 元 利 償 還 金 に
係 る 基 準 財 政 需 要 額 算 入 額

－

令 和 6 年 度

令 和 5 年 度

令 和 4 年 度

0
(－)

令 和 4 年 度

825,136
(2.8)

令 和 4 年 度

0
(－)

0
0

(－)

(ｳ) 公営企業債等繰入見込額

【 計 算 式 】

前年度比増減値
(前年度比増減率)

7,141,005

(単位：千円、％)

Ⓐ+Ⓑ

その他

項目

5,171,352

一般会計等の地方債の現在高

(ｲ) 債務負担行為に基づく支出予定額

いわゆる五省協定等に係るもの

30,016,102

＋

将 来 負 担 比 率

0

2,028

2,028

令 和 6 年 度 令 和 5 年 度

0

将来負担額

＝

令 和 6 年 度

水道事業会計 234

下水道事業会計

0
(－)

前年度比増減値
(前年度比増減率)

年度等

29,190,966

710,472

(4) 将来負担比率

将来負担比率とは、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する

(単位：千円、％)

30,593,139

204,534 357,084

＋－
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Ⓐ

Ⓑ

Ⓒ

※

Ⓐ

Ⓑ

Ⓒ

Ⓓ

※

※

Ⓐ

Ⓑ

0
(－)

0 0

0

0

兵庫県市町村職員退職手当組合

5,998,471

24,564

8,632,532

0

555,141
(7.3) 7,645,558

0
(－) 0

△205,353
(△3.4)

0
(－)

令 和 5 年 度

令 和 4 年 度

0
(－)

3,165
(615.8)

退職手当負担見込額が生じていない場合は「0」となります。

(単位：千円、％)

(ｷ) 連結実質赤字額 (単位：千円、％)

公的信用保証、制度融資等に係る損失補償

0

0

令 和 4 年 度

0

5,798,689

項目

0

0

514

令 和 5 年 度

地方道路公社 0

年度等

項目

年度等

赤字が生じていない場合は「0」となります。

(ｵ) 退職手当負担見込額

0

項目

0
(－)

項目

0

令 和 5 年 度

6,004,042一般職に属する職員の退職手当支給予定額

前年度比増減値
(前年度比増減率)

15,886

令 和 6 年 度

0

3,148

第三セクター 0

514

3,148

前年度比増減値
(前年度比増減率)

前年度比増減値
(前年度比増減率)

0
(－)

0

令 和 4 年 度

8,200,699

Ⓐ+Ⓑ-Ⓒ 0

令 和 6 年 度 令 和 5 年 度

令 和 6 年 度

令 和 4 年 度

組合等積立額

3,165
(615.8)

0土地開発公社

3,679

年度等

0

0

7,553

(単位：千円、％)

前年度比増減値
(前年度比増減率)

8,333
(110.3)

0
(－)

(ｸ) 組合連結実質赤字額負担見込額

(ｶ) 設立法人の負債額等負担見込額

年度等

特別職に属する職員の退職手当支給予定額

0

Ⓐ+Ⓑ+Ⓒ+Ⓓ

連結実質赤字額

(単位：千円、％)

0

3,679

令 和 6 年 度

前述 (2) 連結実質赤字比率 ア 連結実質赤字額 参照

0
(－)

兵庫県後期高齢者医療広域連合 0

Ⓐ+Ⓑ
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Ⓐ

Ⓑ

Ⓒ

Ⓓ

Ⓔ

Ⓕ

Ⓖ

Ⓗ

Ⓐ

Ⓑ

Ⓒ

Ⓓ

Ⓔ

Ⓕ

Ⓖ

Ⓗ

Ⓘ

Ⓙ

Ⓚ

Ⓛ

Ⓜ

Ⓝ

※

407,747

390,402

162,025

三田駅前一番館基金 906,022

△16,387
(△25.6)

4
(0.0)

文化振興基金 1,055

北摂三田ニュータウン施設整備管理基金 273,233

1,055

162,025

867,788

30,919
(7.2)

407,814

1,848,444

431,869

1,339,604

1,525,763

63,997

Ⓐ+Ⓑ+Ⓒ+Ⓓ+Ⓔ+Ⓕ+Ⓖ+Ⓗ+Ⓘ+Ⓙ+Ⓚ+Ⓛ+Ⓜ+Ⓝ

ありがとう！三田っ子応援基金

273,230
2

(0.0)
149,175

(36.6)

グリーン・クリーン基金

当年度に係る出納整理期間中の増減高を含んでいます。

12,717,063

1,055

273,231

139,893

923,451
(7.3)

令 和 6 年 度

13,640,514

9
(0.0)

556,989

コロナに負けるな！さんだエール基金

462,788

211,460
(15.8)

項目

0
(0.0)

2
(0.0)

1,923,370

財政調整基金

市民活動基金 162,027

237,878
(5.1) 4,403,836

204,534

0
(－) 0

187,914
(12.0)

9,315
(4.6)

11,903,464

0
(－) 0 0

3,165
(615.8) 514

(ｸ) 組合連結実質赤字額負担見込額

35,746,12034,964,516

(ｷ) 連結実質赤字額 0

4,913,673

0

△781,604
(△2.2)

イ 充当可能基金額

47,610

1,567,187

令 和 4 年 度

△148,480
(△72.6)

△1,461,425
(△23.0)

357,084

年度等

令 和 6 年 度
年度等

38,096,404

2,028

4,888,681

4,675,795

令 和 4 年 度

7,141,005

3,1483,679

地域福祉基金 390,409

1,551,064

(単位：千円、％)

186,696

486,336

856,679

0

0

(ｳ) 公営企業債等繰入見込額

前年度比増減値
(前年度比増減率)

0

項目
令 和 5 年 度

74,926
(4.1)

(ｶ) 設立法人の負債額等負担見込額

前年度比増減値
(前年度比増減率)

0
(－)

30,593,139

390,405

(単位：千円、％)

825,136
(2.8)

426,139

1,148,385

Ⓐ+Ⓑ+Ⓒ+Ⓓ+Ⓔ+Ⓕ+Ⓖ+Ⓗ

30,016,102

56,054

1,755,101 1,340,272

641,342

0
(－) 0

0

6,350,106

令 和 5 年 度

公共施設等整備基金

介護保険給付準備基金

減債基金

開発関連公共施設等整備基金 210,828

国民健康保険事業財政調整基金 486,345

0

(ｵ) 退職手当負担見込額

(ｱ) 一般会計等の地方債の現在高

(ｲ) 債務負担行為に基づく支出予定額

38,234
(4.4)

201,513

(ｹ) 将来負担額

(ｴ) 組合負担等見込額

29,190,966
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Ⓐ

Ⓑ

Ⓒ

Ⓓ

Ⓔ

Ⓕ

Ⓐ

Ⓑ

Ⓒ

Ⓓ

Ⓔ

Ⓕ

Ⓖ

Ⓗ

Ⓘ

Ⓙ

Ⓚ

Ⓛ

Ⓜ

Ⓝ

Ⓞ

Ⓟ

Ⓠ

Ⓡ

Ⓢ

(単位：千円、％)

7,700

382,850

46,800

1,121

28,940,482

公債費
△1,182,543

(△5.9)

1,391

0

635,994

2,744

627,349

0

0

0

0 630

325,999

1,251,347

0

0

0

0

前年度比増減値
(前年度比増減率)

47,151

6,506,194

△275,358
(△31.2)

△49,410
(△15.2)

4,699,022

18,880,797 21,245,376

27,032,184

0

844

4,269,137

道路橋りょう費

0

令 和 6 年 度

小学校費

0

△721,300
(△12.5)

44,937

607,241

0

0
(－)

△643
(△1.4)

△8,260
(△27.6)

0
(－)

0
(－)

12,102

5,763,187

882,599

21,694

その他の土木費 620

0

5,547,009

0

29,954

その他

項目

44,294

0

転貸債に係る償還金 0

45,595

0

ウ 充当可能特定財源見込額

0
(－)

令 和 6 年 度

5,041,887

前年度比増減値
(前年度比増減率)

0

年度等

0

174,802

令 和 4 年 度
項目

0

土地開発公社に対する貸付金の償還金

都市計画税収

0
(－)

593,957
(93.1)

△1,299,537
(△4.8)

572,686

55,736

△270
(△19.4)

20,063,340

1,676

公営住宅の賃貸料等

3,898,383下水道費

公園費

消防費

0
(－) 0

Ⓐ+Ⓑ+Ⓒ+Ⓓ+Ⓔ+Ⓕ

676
(80.1)

△41,376
(△19.1)

林野水産行政費

43,996

1,232,124

18,630

令 和 4 年 度

216,178

4,867,085
△679,924

(△12.3)

令 和 5 年 度

6,235,841

0
(－)

0
(0.0) 80,920 0

(単位：千円、％)

エ 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額

国庫支出金等

270,353

△2,804
(△6.0)

Ⓐ+Ⓑ+Ⓒ+Ⓓ+Ⓔ+Ⓕ+Ⓖ+Ⓗ+Ⓘ+Ⓙ+Ⓚ+Ⓛ+Ⓜ+Ⓝ+Ⓞ+
Ⓟ+Ⓠ+Ⓡ+Ⓢ 25,732,647

地域振興費

0

令 和 5 年 度

年度等

0

0

社会福祉費 0

276,589

中学校費

保健衛生費

高齢者保健福祉費

80,920

清掃費 625,338
△10,656

(△1.7)

△370,754
(△8.7)

0
(－)

0

0
(－)

0
(－)

1,520

638,167

6,528
(53.9)

0港湾費

都市計画費

高等学校費

農業行政費

こども子育て費
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※

※

 

－ ( ＋ ＋ )

－

－ ( ＋ ＋ )

－

－ ( ＋ ＋ )

－

※

キ 将来負担比率の状況

令 和 5 年 度
将 来 負 担 比 率

令 和 6 年 度
将 来 負 担 比 率

23,346,189 3,140,223

＝
35,746,120

24,314,831

3,140,223

23,346,189

前述 (1) 実質赤字比率 イ 標準財政規模 参照

5,763,187

標準財政規模 24,314,831

令 和 6 年 度

△ 47.0%

項目

2,924,843

23,684,394

2,924,843

6,506,194 28,940,48211,903,464

令 和 5 年 度前年度比増減値
(前年度比増減率)

令 和 4 年 度

△65,129
(△2.2)

△ 44.0%

令 和 5 年 度 令 和 4 年 度

年度等

38,096,404

前年度比増減値
(前年度比増減率)項目

2,859,714

25,732,647

＝

前述 (3) 実質公債費比率 エ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 参照

27,032,184

(単位：千円、％)

630,437
(2.7)

充当可能財源等の額が将来負担額を上回っている場合は△表示となります。

年度等

(単位：千円、％)

34,964,516 5,041,887

令 和 6 年 度

＝

12,717,063

＝

△ 45.7%

23,684,394

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額
算入額 2,859,714

13,640,514

オ 標準財政規模

カ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

令 和 4 年 度
将 来 負 担 比 率

＝

＝
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Ⓐ

Ⓑ

Ⓒ

※

※

令 和 5 年 度 令 和 4 年 度

資金不足額が生じていない場合は△表示となります。

△ 3,018,069

令 和 6 年 度

令 和 5 年 度
資 金 不 足 比 率

＝
△ 2,750,522

2,304,777

年度等
前年度比増減値
(前年度比増減率)

△107,336
(△21.7)

流動負債 386,890

項目

事 業 の 規 模

資金不足比率とは、公営企業ごとの資金不足額の事業の規模に対する比率で、次の計算式

により求めます。

(単位：千円、％)

資 金 不 足 額

令 和 5 年 度

ア 水道事業会計(法適用企業)

項目
令 和 6 年 度

令 和 4 年 度
資 金 不 足 比 率

(ｲ) 事業の規模

(ｳ) 資金不足比率の状況

△ 2,750,522

＝ △ 119.34%

令 和 6 年 度
資 金 不 足 比 率

流動資産

36,903 44,872

3,205,871

控除企業債等

(単位：千円、％)

△ 3,018,069

2,285,719

＝ △ 142.18%

＝ ＝

38,877

2,122,570

510,886
(18.6)

【計算式】

△616,248
(△19.2)

494,226 363,545

前年度比増減値
(前年度比増減率)

(5) 資金不足比率

(ｱ) 資金不足額

△1,974
(△5.1)

資金不足額が生じていない場合は△表示となります。

3,336,742

2,285,719

△19,058
(△0.8)

令 和 4 年 度

資 金 不 足 比 率 ＝

営業収益の額-受託工事収益の額

年度等

＝

2,589,623

2,122,570

△ 97.98%

(Ⓐ-Ⓑ) - Ⓒ △ 2,239,636

2,304,777

△ 2,239,636
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Ⓐ

Ⓑ

Ⓒ

※

※

272,909
(15.8) 1,376,606

令 和 6 年 度

(Ⓐ-Ⓑ) - Ⓒ △ 1,609,207

1,723,398

前年度比増減値
(前年度比増減率)項目

年度等

1,340,390

控除企業債等

流動負債

流動資産

△25,591
(△1.7)

953,290

＝

＝ △ 99.25%

(ｲ) 事業の規模

令 和 5 年 度
資 金 不 足 比 率

＝
△ 1,473,962

1,485,024

△ 110.26%
令 和 6 年 度
資 金 不 足 比 率

＝

(ｳ) 資金不足比率の状況

1,996,307

(単位：千円、％)

令 和 5 年 度 令 和 4 年 度

令 和 5 年 度 令 和 4 年 度

1,459,433

1,485,024

△ 1,609,207

1,531,333

109,769
(8.9) 1,230,621 1,186,332

△27,895
(△2.8) 981,185 990,656

(単位：千円、％)

営業収益の額-受託工事収益の額 1,459,433

△135,245
(△9.2) △ 1,473,962 △ 1,180,930

資金不足額が生じていない場合は△表示となります。

年度等

(ｱ) 資金不足額

△ 77.11%
1,531,333

＝

資金不足額が生じていない場合は△表示となります。

令 和 4 年 度
資 金 不 足 比 率

前年度比増減値
(前年度比増減率)

イ 下水道事業会計(法適用企業)

＝
△ 1,180,930

令 和 6 年 度
項目
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Ⓐ

Ⓑ

Ⓒ

※

※

1,957,378 2,114,331

△889,309
(△36.1) 2,460,669 3,285,219

8,073,938

資金不足額が生じていない場合は△表示となります。

(ｳ) 資金不足比率の状況

913,260
(62.0)

＝

営業収益の額-受託工事収益の額

令 和 6 年 度

275,819

＝

資金不足額が生じていない場合は△表示となります。

△694,805
(△71.6)

令 和 5 年 度

ウ 市民病院事業会計(法適用企業)

(単位：千円、％)

前年度比増減値
(前年度比増減率)項目

年度等

(単位：千円、％)

控除企業債等

流動負債 1,286,524

前年度比増減値
(前年度比増減率)

△670,854
(△34.3)

1,251,136970,624

△ 560,655 △ 2,422,024

＝
△ 2,422,024

＝
7,919,534

＝
△ 1,473,915

7,739,408
＝

△ 1,473,915

△ 19.04%

△ 30.58%
令 和 4 年 度
資 金 不 足 比 率

令 和 6 年 度
資 金 不 足 比 率

令 和 5 年 度
資 金 不 足 比 率

令 和 4 年 度

令 和 4 年 度

△ 560,655
△ 6.94%

7,739,408 7,919,534
334,530

(4.3)

令 和 5 年 度

8,073,938

令 和 6 年 度
年度等

項目

(Ⓐ-Ⓑ) - Ⓒ

流動資産

(ｱ) 資金不足額

(ｲ) 事業の規模

1,571,360
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